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■プログラム 

15:00 開会挨拶 

来賓挨拶 

15:10 基調報告 

「政策形成と政治決定」─政府の政策形成への市民活動団体の関与の事例から 

      坪郷 實（早稲田大学社会科学総合学術院教授／市民がつくる政策調査会代表理事） 

15:35 ディスカッション 

パネリスト 

稲葉 奈々子（茨城大学人文学部准教授） 

龍井 葉二（連合総合生活開発研究所副所長） 

辻元 清美（衆議院議員・民主党副幹事長） 

坪郷 實（早稲田大学社会科学総合学術院教授／市民がつくる政策調査会代表理事） 

三木 由希子（情報公開クリアリングハウス代表理事） 

コーディネーター 

樋口 直人（徳島大学総合科学部准教授） 

17:00 閉会 

 

 

 

 

■日時：2013 年３月１４日（木）15:00～17:00 

■会場：衆議院第 2 議員会館 多目的会議室 

 

■主催・共催：市民がつくる政策調査会・市民セクター政策機構 

■連絡先：市民がつくる政策調査会 

TEL●03-5226-8843 FAX●03-5226-8845 E-mail●shimin@c-poli.org 
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■プロフィール 

 

□基調報告・パネリスト 

○坪郷 實（つぼごう みのる） 

早稲田大学社会科学総合学術院教授、NPO 法人市民がつくる政策調査会代表理事。 

専門は、比較政治、環境政治、市民社会論。 

主な著書に『環境政策の政治学――ドイツと日本』（早稲田大学出版部、2009 年)、『ドイツ

の市民自治体』（生活社、2007 年）、編著『比較・政治参加』(ミネルヴァ書房、2009 年)、共

編著『新しい公共と市民活動・労働運動』(明石書店、2011 年)など。 

認定 NPO 法人まちぽっと理事、市民セクター政策機構理事など。 

 

 

□パネリスト 

○稲葉 奈々子（いなば ななこ） 

茨城大学人文学部准教授。 

東京大学大学院総合文化研究科博士課程を経て茨城大学教員。 

貧困層の社会運動を研究テーマとし、フランスのホームレス家族による空家占拠による住宅

への権利運動を研究。日仏の「持たざる者の運動」にかかわり、世界社会フォーラム、反 G8

運動などの反グローバリズム運動に参加。 

主な著書に「グローバリゼーションと社会運動」『社会学事典』2010 年丸善、「グローバリゼー

ション―『もう一つ』の世界を求める市民たち」『現代フランスを知るための 62 章』2010 年明石

書店など。 

 

 

○龍井 葉二（たつい ようじ）  

公益財団法人 連合総合生活開発研究所（連合総研）副所長。 

1949 年東京生まれ。日本労働組合総評議会（総評）本部勤務を経て 1989 年から日本労働

組 合 総 連 合 会 （連 合 ）事 務 局 へ。総 合 労 働 局 長 、総 合 政 策 局 長 、総 合 男 女 平 等 局 長 、非

正規労働センター長などを経て、2009 年 10 月から現職。 

主 な著 書 に「『解 雇 ・退 職 』対 策 ガイド」「働 く女 性 のお助 け本 」（緑 風 出 版 ・いずれも共 著 ）な

ど。 

 

 

  



○辻元 清美（つじもと きよみ） 

衆議院議員（5 期）。民主党副幹事長、NPO 局長。 

早稲田大学教育学部卒業。学生時代に NGO『ピースボート』を創設、世界 60 カ国と民間外

交を進める。1996 年衆議院選挙初当選。NPO 法、被災者生活再建支援法、情報公開法な

どに取組む。2009 年の政権交代と同時に国土交通副大臣（運輸・交通・観光・危機管理担

当）に就任。2011 年 3 月、東日本大震災発生の３日後に災害ボランティア担当の内閣総理

大臣補佐官に就任。 

現在、衆議院予算委員会委員、民主党副幹事長、「新しい公共」推進会議副議長、NPO 議

員 連 盟 幹 事 長 、脱 原 発 ロードマップを考 える会 呼 びかけ人 、社 会 的 包 摂 プロジェクトチーム

副会長、森林・林業調査会副会長、日中友好協会顧問など。 

主な著 書に『へこたれへん。』（角 川 書店）、『世 代間 連 帯』（上 野 千 鶴子 氏と共 著・岩波 新 書）

など多数。 最新刊は『いま、「政治の質」を変える』（岩波書店 刊）。 

 

 

○三木 由希子（みき ゆきこ） 

特定非営利活動法人情報公開クリアリングハウス理事長。 

横浜市立大学文理学部卒業。情報公開法を求める市民運動事務局スタッフ。組織改称・改

編にともなう NPO 法人情報公開クリアリングハウスの設立とともに室長となり、2011 年から現

職 。情 報 公 開 ・個 人 情 報 保 護 制 度 やその関 連 制 度 に関 する調 査 研 究 、政 策 提 案 、意 見 表

明 を行 うとともに、市 民 の制 度 利 用 のサポート、行 政 、議 員 に対 しても情 報 提 供 や政 策 立 案

への協力などを行っている。 

特定非営利活動法人 NPO まちぽっと理事、市民と議員の条例づくり交流会議運営委員。東

京 都 国 立 市 情 報 公 開 ･個 人 情 報 運 営 審 議 会 委 員 、内 閣 府 行 政 透 明 化 検 討 チーム構 成 員

などを歴任。 

 

 

□コーディネーター 

○樋口 直人（ひぐち なおと）  

徳島大学総合科学部准教授。 

一橋大学社会学部卒業後、同大学院を経て、徳島大学教員。 

専門は社会学で、現在の研究テーマは在日外国人、社会運動と政治。 

主 な著 書 に『顔 の見 えない定 住 化 ――日 系 ブラジル人 と国 家 ・市 場 ・移 民 ネットワーク』（名

古屋大学出版会、2005 年）、『再帰的近代の政治社会学――吉野川可動堰問題と民主主

義の実験』（ミネルヴァ書房、2008 年）、『国境を越える――滞日ムスリム移民の社会学』（青

弓社、2007 年）など。 

 

 

 



2013.3.14�

1

(1)2009

•
•
•
•

•

•

(2)
2

1



(3)

•

•

3

NPO

(1)

•

NPO

• (2010.04~08)

4

2



(2)

• (2010.01 2012.03)

2011

• (2012.07 )

•
•

NPO

5

(3)
•

• NGO
NGO

•

6

3



NPO

(1)

•
•

•
•
•

7

(2)
•
•

(3)
•

•
•

8

4



(4)

• NPO

•

9

(1)

(2)

•

•
•

(3)
•

10

5



•
• 67

2010.11
• NGO

(2012.11.05
)

•
(2011.11.

)

• DIO
No.280(2013.03)

•
2011

11

6



2013 3 14

7



2009
3

“ ”

NGO

20 30
10

NGO

8



2009 8 2009 9

NGO

/

9



10



11



NPO

12



「市民政策シンクタンク」の構想――市民政策の政策提言・実現のために 
2013 年 03 月 「シンクタンク研究会」報告 

 

 
1 「持続可能な社会」に向けての政策・制度の提案・実現 

 NPO 法人市民がつくる政策調査会(市民政調)は、多くの NPO 法人や市民活動団体、市民と

連携をして、「新しい社会づくり」フォーラムの活動を継続している。この活動は以前から開始

されていたが、2011 年 3 月 11 日の東日本大震災、大津波、福島第一原発事故を契機にして、

2011 年から再開している。 

東日本大震災は、これまでの民主主義のあり方、地域における自治のあり方を問い直すもの

であるため、「新しい社会づくり」の新たな展開を目指して活動を再開している。市民自治の再

構築、自治体の再構築、防災から命を助ける「減災」へ、利益誘導で行われてきた原発立地の

問題、再生可能エネルギーによる地域再生の問題、市町村合併の影響など、多くの政策課題が

ある。 

 東日本大震災における災害救援、被災者支援、復旧・復興プロセスに際して、市町村自治体

間の連携、NPO や生協をはじめとして地域内・地域間の市民活動の連携がいかに重要であるか

が示されている。 

こうした一連の問題は、NPO による政策提言活動がますます重要になっていることを示して

いる。しかし、のちに述べるように、政策・制度づくりの面、人の面、財政の面、それぞれ困

難な状況がある。そこで、NPO による政策提言活動をより強化するために、われわれは、新た

に複数の NPO によって結成されるコンソーシアム型の「市民政策シンクタンク」の構想を提

案したい。 

「市民政策シンクタンク」の構想の目的は、「持続可能な社会」に向けての政策・制度の提案

を行い、その実現を果たす活動をより強化するためである。新たな「市民政策シンクタンク」

の構想を議論するにあたって、まず、これまでの NPO 自体の政策提言活動を強化する課題と

ともに、国のレベル(政府や国会)、自治体レベルにおける政策づくりをより開かれたものにす

るという政府改革・国会改革・分権改革の課題について述べよう。 

 
2 「新しい公共」における基本問題 

 民主党政権の下で、鳩山首相による「新しい公共」円卓会議、菅首相と野田首相による「新

しい公共」推進会議の活動が継続している。菅首相時の推進会議においては、多くの NPO、

NGO、生協のメンバーが委員として活動し、政策提言を行った。この活動の成果の一つとして、

「NPO 税制」に関して画期的な改革が行われた。さらに、東日本大震災に際して、「『新しい公

共』による被災者支援活動等に関する制度等のあり方について」提言を行った。この中では、

たとえば「被災者支援や復興のための支援拠点とそれを支えるプラットフォーム」づくりを提

案している。 

 さて、「新しい公共」に関して多くの議論が行われている。われわれは、「新しい公共」の基
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本問題は、政府、市民社会、市場部門という３部門による新たな社会づくり、新たな問題解決

の仕組みづくりであると考える。この見方は、市民自治から出発して、市民の政治参加、NPO

や市民活動による多様なサービスの提供や政策提言活動を重視し、市民による社会づくりに注

目する市民参加の視点からの議論である。そして、肝心な点として、「新しい公共」は、市民た

ちがそれぞれの地域の実情に応じて、地域において市民活動を通じて作っていくものであるこ

とを明記しておきたい。このような動きを国の政府も、自治体政府も主導することはできない

のである。 

 ここでは、広い意味での市民の自発的活動の全体を市民社会部門として捉える。この市民社

会部門がさらに活発になるには、基盤整備のための制度改革が課題としてある。新たな問題解

決の仕組みを作るには、市民社会部門が成熟することによって、これまでの市民社会、政府、

市場部門の関係、３者のバランスを変える改革が不可欠である。これには、中期的な展望が必

要であり、政府の改革、市場の改革がともに進むことが肝要である。 

 このような議論が必要なのは、国の政府も、自治体政府も、制度疲労から、地域において市

民のニーズ把握が十分にできていないからである。新しい政策・制度の設計、政策の実施、政

策評価において、NPO や市民活動団体、「地域活動をする協同組合」などによって、これまで

の実践活動に基づく政策提言活動が行われ、市民活動の実践的ノウハウを活用することが不可

欠になっている。 

 
3 従来型の政策形成の限界を超えるために政府改革・国会改革・分権改革を 

 2009 年衆議院選挙の結果、野党の民主党が主導する連立政権が登場したことにより、与野党

が交代する「政権交代のある政党制」が成立した。しかし、これまで議論されてきたように、

内閣主導体制を確立するとともに、内閣と官僚制の関係の明確化を行う政府改革はまだ道半ば

である。 

「政権交代のある民主主義」において、政府改革と国会改革は車の両輪である。国会におい

て、内閣提出法案、議員提出法案をめぐって与野党議員が政策に関する活発な討論を行い、国

会外の専門家、市民が参加できる機会の創出により多様な意見を吸収し、より良い法案を作る

ために審議を尽くす仕組みが形成されることが必要である。その改革の端緒として、法案審議

における初期の段階での公聴会開催、多様な立場の参考人の招致を行うこと、請願制度の改革

がある。 

 政府部門の改革には、分権改革を一層進め、市町村自治体に権限と財源を移譲し、自治体議

会の改革を含む「自治体の再構築」が重要である。同時に、国のレベルと自治体レベルの両方

において、政策の優先順位を明確にし、これまでの政策・事業の見直し、行政組織の見直しが

不可欠である。 

 このような政府改革、国会改革、分権改革を通じて、政府レベル、国会レベル、自治体レベ

ルのいずれにおいても、政策づくりにおいて政策の専門家、市民が参加できる開かれた回路を

つくり、「開かれた多様な価値観からの政策諮問、意見表明、政策相談」を可能にすることが肝

要である。その際、これまでの政策づくりにおける審議会や委員会のあり方、メンバー選出プ
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ロセスに関する改革が必要になる。この点について、イギリスで行われている審議会などの委

員の情報公開、選考過程についての情報公開及び審査の制度を参考例として挙げることができ

る。 

 
4 日本におけるシンクタンクの試み 

 ここで、日本におけるシンクタンクをめぐる議論を若干見ておきたい、アメリカ合衆国、イ

ギリス、ドイツ、韓国など、世界におけるシンクタンクの現状は多様であり、政党系シンクタ

ンク、民間非営利独立系のシンクタンク、企業系のシンクタンクなどがある。日本においても、

企業系シンクタンク、民間非営利独立系のシンクタンクが活動をしており、政党系シンクタン

クの試みも行われてきた。 

 シンクタンクは、基本的に独立した立場から、独自の調査と政策研究に基づき、新たな課題

に対して新たな政策・制度の提言を行う。シンクタンクによっては、政策研究に基づき、政策

研究者の養成、市民のための教育を行う教育機能を持つものもあり、さらに議員候補者の研修

機能を持つものもある。民間非営利独立系のシンクタンクには、政府の政策に対する代替案の

提案を行う機能がある。 

 独自の調査研究に基づく政策提言を行うシンクタンクの機能と、政策実現のために政党・議

員に対して、政府機関に対して、ロビー活動を行うロビーイング機能とは、別の機能として区

別する必要がある。 

 
5 市民社会部門の強化のために 

 先に述べた市民社会部門全体の強化を行うためには、基盤整備が必要である。市民活動の側

では、市民活動の促進のために、地域単位の市民活動交流促進センターの整備、政策課題ごと

の連合組織やネットワークの形成、地域における総合的ネットワークや全国レベルの総合的ネ

ットワークの形成が漸進的になされることが肝要である。地域におる事業型 NPO、政策提言型

NPO、ネットワーク型 NPO などの活動をより広げるためには、市民基金・市民金融の仕組み

の整備が重要である。現在、すでに NPO バンクの動きがあるが、新たに公益財団京都地域創

造基金のように、「NPO の事業やプロジェクト活動」と「市民の寄附」を結びつける「仲介型・

助成型市民基金」が活動を始めている。 

 政府の側の動きとして、すでに述べた「NPO 税制の改革」が行われた。今後の課題として、

たとえば「出資型非営利法人制度」、市民事業などに関連して「公契約条例の制定」、「休眠預金

の活用」などがあげられる。 

 このような市民社会部門の動き、政府部門の動き、この両方をさらに進めていくためにも、

政策提言型 NPO の活動が一層重要になっている。 

さて、市民政調、市民セクター政策機構、まちぽっとなど NPO 法人や市民活動団体は、独

自の調査研究に基づいて、具体的な政策提言を行っている。地域における市民ニーズを発掘す

る調査から、実態調査・分析を行い、市民活動の実践の蓄積に基づいた政策提言活動を行って

いる。たとえば、市民政調は、これまでも、政策提言に取り組んでいる NPO・市民活動団体と
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連携し、共同プロジェクトを結成している。そして、このプロジェクトの活動として調査研究

を行い、政策制度提案を行い、さらに実現に向けて重点的にロビー活動を展開している。共同

プロジェクトにより、政策面でも、参加する NPO それぞれの蓄積が生かされる。しかし、多

くの政策提言型 NPO は、資金的基礎が脆弱であり、一つ一つの NPO のスタッフの数も限られ

ている。この困難を克服する道を考えることが必要である。 

  
6 「市民政策シンクタンク・コンソーシアム」構想 

 市民社会部門の強化のためには、これまで述べてきたように、政策提言型 NPO の一層の展

開が必要とされている。政策提言型 NPO の活動を継続するためには、「政策、人、資金」とい

う３つの課題がある。 

第 1 に、「政策づくり」に関しては、地域における市民のニーズ把握調査、調査研究の実施、

市民参加による政策づくりフォーラムの開催、恒常的な広報活動(情報提供・調査報告・研究報

告・法律や条例分析などを掲載する機関誌の発行)、単独ないし複数の NPO と連携して独自の

調査に基づく政策提言、政策実現のためのロビー活動などがあげられる。すでにみたように、

シンクタンク機能とロビーイング機能とは区別する必要がある。しかし、NPO の場合、シンク

タンク機能を主とするが、ロビー活動を行う複合型シンクタンクを想定するのが、現実的であ

ると考える。 

第 2 に、「人」に関しては、上記の課題を行うためには、複数の政策専門家・政策市民の緊

密なグループを要する。多くの政策提言型NPOの専任スタッフは１人から数人規模であるが、

最低 5 人程度のまとまったスタッフ・グループが必要である。 

 第 3 に、「資金」については、会費、寄附による資金確保、財団、基金による調査研究プロ

ジェクト資金の確保、市民活動支援団体による資金確保などが考えられる。 

 政策提言型 NPO の活動を強化し、継続するため、新たな「市民政策シンクタンク」の形成

を提案する。この「市民政策シンクタンク」は、先の３つの課題を解かねばならない。本報告

では、その実現のための道の一つとして、中核になる政策提言型 NPO を起点にした「複数の

政策提言型 NPO の連合体(コンソーシアム)」の結成を提案する。このコンソーシアムを組むこ

とによって、政策アイデア、人、資金の集積を行うことが可能になり、活動が継続できると考

える。 

 さらに、寄附者とこのコンソーシアムをつなぐ「仲介型助成型市民基金」の活動が有用であ

る。継続的活動のためには、政策専門家・政策市民の輩出のための教育が不可欠であるが、そ

れには、このコンソーシアム、生協、大学、研究機関の連携が、重要になる。 

 「市民政策シンクタンク・コンソーシアム」は、政党との関係では、基本的に独立した活動

を行い、多様な価値観を共有する立場に立つ。政党系シンクタンクが形成されるならば、政党

とこのコンソーシアムとの間で、政策課題ごとに政策フォーラムを作り、恒常的な政策議論を

行うことも、課題となるであろう。 
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                    連合総研の活動から 

                                                   龍井葉二（連合総研） 

 

０．連合総研とは？ 

      ・働くもののシンクタンク 

        1987 年 12 月に連合（民間）が設立。2011 年 4 月に公益財団法人へ。 

        雇用、社会保障分野を中心に調査・研究→政策提言も 

      ・ホームページ→ http://www.rengo-soken.or.jp/ 
 

１．最近の調査・研究から 

  (1)基本的な方向 

       大きな変化の枠組みに関するもの 

    具体的な実態把握と提言 

 

  (2)実態把握に関する調査・研究例       （→ＨＰを参照） 

     ・ワーキングプア 120 人のヒアリング調査 

     ・職業訓練の現状と課題    ・改正パート労働法の効果 

     ・求職者支援制度の活用状況  ・地域福祉の現状と課題 

     ・就労困難者支援制度の活用状況 など 

 

  (3)主な特徴 

     ・働く者、当事者の視点 

     ・ヒアリングによる実態把握 

     ・研究者と実務者の連携 

     ・制度のあり方＋運用のあり方に関する提言 

 

２．いま求められるもの 

  (1)「政権交代」の教訓 

     ・政策決定のプロセスを変えられたか？     新しい公共 

     ・必要な政策の優先順位をつけられたか？ 

     ・政策実現のための運動を展開できたか？ 

 

  (2)「市民参加」へ 三つのレベルの課題 

     ・市民参加のための新たな枠組み・仕組み作り 

          「市民の一般意志」？ → 部分要求・切実さの調整・合意 

     ・市民セクターの拡充に向けた運動と政策 

     ・働くもの、生活者目線に立った国や自治体に対する政策提言 
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は、８月に「『つくる』『そだてる』『つ

なぐ』『まもる』雇用政策の推進」と題

する報告書が厚労省の雇用政策研究会

によってまとめられており、雇用創出策

を産業育成政策と一体のものとして、「地

域づくり」の一環として推進すべきこと

が強調されている。かなり共感できる内

容なのだが、ではいまの疲弊した地域に、

独自の施策を進める力は果たしてあるの

だろうか？　ここで求められるのはやは

り国の施策ではないのか？

  これまでの雇用創出策で、いつもネッ

クとなるのがその財源であった。すでに、

連合総研の「経済情勢報告」でも強調

してきたように、民間企業における「貯

蓄過剰」が行き場を失って大量に蓄積

されており、それが片や国際金融不安、

片や国内のデフレを招く一つの要因に

なっている。その企業貯蓄や家計の貯

蓄から資金を調達し、それによって雇用

を生み出していくことは、「借金を増や

す」のではなく、「税収を増やす」こと

につながっていくはずである。つまり、

政府が、「新しい公共」分野を中心に「先

行投資」することが、デフレ脱却と財政

健全化のスターターの役割を発揮する

ことになる。（ここであえてスターターと

いうのは、これによって民間部門にも金

回りが行き渡るようになれば、政府の出

番はなくなるという意味である。）

　短期的な「財政最優先」を脱し、「先

行投資」を通じてまずは安心できる雇用

と社会保障の基盤をつくり、その結果と

して財政健全化に結びつくような中期的

なシナリオを示すことである。

  だが、労働組合も、政策に注文をつけ

るだけでは済まされない。地域雇用創出

に向けたネットワーク作りに積極的に参

加し、「地域づくり」の重要な担い手とし

て役割を発揮していくべきだろう。

め、具体的効果が乏しかった「新成長

戦略」の焼き直し、裏付けのない雇用

創出目標…など、マスコミの評価はお

おむね手厳しかったようだ。

  「日本再生戦略」は、その基本方針の

冒頭でこうのべている。

  「『新成長戦略』が目指したのは、旧

来型の政策体系の転換である。公共事

業への過度な依存、供給サイド偏重の

考え方を是正し、新たな需要や雇用を

創出することを企図した。」

  問われているのは、この「転換」と「是

正」の方向である。

  周知のように、2011年９月に発足した

野田内閣は、「分厚い中間層の復活」

を掲げた。それは歓迎すべきことであ

るが、ではなぜ中間層は減少したのか？

  この点についてきちんとした分析が

なければ、「転換」の方向は見えてこな

いはずだ。ところが、今年の６月に内

閣府でまとめられた「日本経済の新し

い成長と分厚い中間層の復活に向け

て」というレポートによると、その要

因は、グローバル化の進展などの下で

の「企業コストの圧縮」に専ら帰せら

れてしまっている。ここには「政策体系」

は登場していない。

  問題が非常にわかりにくくなっている

のは、先の「旧来型の政策体系」が何

を指しているのかが不明だからだ。「公

共事業への過度な依存」の是正をはじ

めとする「旧来型の政策体系の転換」

は、実は小泉内閣もまた主張していた

ことであり、その下でこそ「中間層の

減少」が起こったのではなかったか？

　さらに、雇用の流動化を推し進めて

きた雇用政策は、どう「転換」し「是正」

されるのか？

  一方、「新しい雇用の創出」に関して

政府が去る７月末に公表した「日本

再生戦略」。各省庁からの寄せ集
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している諸々の問題を、ここで改めて指

摘する必要はないだろう。その危機感も

共有されているかのようにも見えてい

る。だが、それへの対応策は大きく分か

れている。旧来型のa）へと回帰させる

のか。b）において、国家を強めていく

のか、市場を強めていくのか。根本的な

路線の問題であるにもかかわらず、民主

党政権の時期にも詰められることはな

かった。むしろ同居したままだったとい

えよう。

  しかし、この点を回避していては、危

機的な状況を克服できないばかりか、次

の政権交代の展望も見えてこないので

はないか。

　c）国家・市場←→新たな中間←←個人

　その方向は、新たな中間地帯を再生

させること以外には考えられない。これ

までの閉鎖的な共同ではない開かれた

共同。すでに全国各地で行われている

ＮＰＯや社会的企業による「地域づくり」

の取り組み。「新しい公共」といわれる

ものも、そういう性格のものだった筈で

ある。この視点を欠いた、権力ゲームと

しての政権交代はほとんど意味がない。

　そして、労働組合こそは、この新た

な中間地帯の大いなる担い手でなけれ

ばならない。連合は政権交代の後、「協

議・実現型から要求型へ」（古賀会長）

と再転換したようだが、要求を掲げた運

動展開はもちろんのこと、職場・地域で

自ら「実現」していくという任務も忘れ

てはならないだろう。「社会運動」とい

うのは、企業や産別のワクを越えて、幅

広くつながっていくということだけでな

く、‘液状化’してしまった「社会」を

ともに再生していく、作っていくという

ことも意味しているからである。

　「地域」や「社会」の担い手としての

労働組合。安倍政権と対峙し、民主党

の建て直しをめざしていく道は、そこか

らしか始まらないのではないだろうか。

義の両立というジレンマのなかで自滅

を余儀なくされた。今回は安倍首相に

とっての「再チャレンジ」ということ

になる。

　とにかく参院選までは今の「気」を

持たせようということなので、「アベノ

ミクス」なる‘お伽噺’の三本の矢も

方向はバラバラ。賃金引き上げをアピー

ルする足下では公務員賃金や生活保護

水準の引き下げが進められ、物価上昇

と株価上昇の下で「分厚い貧困層」の

拡大だけが進むことにもなりかねない。

急速な円安にしても、日本国債の下落

に連動すれば国際的な危機にまで発展

しかねない。

　今の日本が、こうした当面の選挙対

策で乗り切れるような状況でないこと

は、民主党政権の三年間が痛いほど教

えてくれた筈である。そのことを考え

るには、もう少し長期的な視点が不可

欠となる。

　05年頃から様々な場で用いてきた一

つのチャートがある。

　a）国家・市場←→中間地帯←←個人

　という単純なもので、これまでの日

本社会が、裸の個人が直に国家や市場

と向き合うのではなく、企業や家族、

地域といった中間地帯を（良くも悪く

も）介在させてきたことを示している。

とくに、企業が正社員を抱え、正社員

が家族を養うという二重の「包摂」が

戦後社会の基盤であり、族議員と公共

事業を通じた地域と併せ、自民党の支

持基盤を作ってきたといえる。

　しかし、企業や家族、地域への信頼

が徐々に薄れてくるに従って、中間地

帯が崩れ始め、個人が直に国家や市場

と向き合う社会へと変貌してくる。

　b）国家・市場←→………←←個人

　こうした社会の‘液状化’が生み出

前回の安倍内閣は、継承すべき小

泉構造改革路線と自らの保守主
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■市民政策提案フォーラム 

政策形成とシンクタンク －市民セクターの強化に向けて 

 

 

■日時：2013 年３月１４日（木）15:00～17:00 

■会場：衆議院第 2 議員会館 多目的会議室 

 

■主催・共催：市民がつくる政策調査会・市民セクター政策機構 

 

□特定非営利活動法人 市民がつくる政策調査会（市民政調） 

〒102 -0082 東京都千代田区一番町 9-7 一番町村上ビル 6F 

TEL●03-5226-8843 FAX●03-5226-8845  

E-mail●shimin@c-poli.org URL●http://www.c-poli .org/ 

□市民セクター政策機構 

〒156-0044 世田谷区赤堤 4-1-6 赤堤館 3F 

TEL●03-3325-7861 FAX●03-3325-7955 

   E-mail●yone-k@cpri.jp  URL●http://www.cpri.jp 
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